
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 20,979 諸収入 0 

計 28,586 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 28,586 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 28,613 

総務部長段階査定額 28,586 

一般会計 （地方創生加速化交付金活用事業）

【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134

【９次総の施策体系】2101

【事業の目的及び効果】
　職場定着率の低い若者、子育てのため一旦離職しながらも再就職を求める者、本市へ移
住定住の意思があり求職している者に対して、企業と行政の協働によるインターンシップ
事業を実施し、事業終了後の正規雇用につなげる。併せて、ワーク・ライフ・バランスや
女性活躍を推進するための市内企業の優良な取組を支援し、働きやすい職場づくりを促進
する。

【事業の内容】
１　インターンシップ事業
　①　対象者は、40歳未満の市内若年求職者のほか、中学校就学前の子どもの育児のため
　　に離職した求職者並びに本市への移住定住及び市内企業への就職を希望する60歳未満
　　の求職者。
　②　実習生への奨励金交付（日額6,000円、上限25日まで）
　③　専任コーディネーターの設置（１名　的確なマッチング、事業終了後の就職支援）
　④　市内受入事業所の開拓と連携による人材育成

２　ワーク・ライフ・バランス、女性活躍推進に関する企業支援
　①　市内企業調査、データベース化、求職者への情報提供
　②　ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催
　③　事業推進事務員の設置（１名）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,607 0 

経００１ 項　　目　　名 企業と取り組む正規雇用・職場定着促進事業費（地方創生加速化交付金活用事業）
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